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貸 借 対 照 表 

（平成26年３月31日現在） 
（単位：千円） 

 資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 負 債 1,898,488 

買 掛 金 640,924 

未 払 金 173,103 

未 払 費 用 176,905 

未 払 法 人 税 等 258,125 

未 払 消 費 税 等 4,854 

前 受 金 13,276 

預 り 金 18,784 

賞 与 引 当 金 314,500 

役員賞与引当金 21,000 

設備関係支払手形 138,604 

営業外電子記録債務 134,767 

そ の 他 3,643 

固 定 負 債 772,232 

退職給付引当金 644,797 

役員退任慰労引当金 74,919 

受 入 保 証 金 46,380 

そ の 他 6,136 

負 債 合 計 2,670,720 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 7,328,198 

資 本 金 1,000,000 

利 益 剰 余 金 6,328,198 

利 益 準 備 金 250,000 

その他利益剰余金 6,078,198 

放送設備更新積立金 400,000 

別 途 積 立 金 4,470,000 

繰越利益剰余金 1,208,198 

評価・換算差額等 209,507 

その他有価証券評価差額金 209,507 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

番 組 勘 定

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

会 員 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

6,019,015

3,774,197

59,902

1,896,993

2,803

5,715

25,457

183,235

76,876

△6,167

4,189,411

2,008,415

452,816

425,779

983,274

8,540

103,919

34,084

288,329

275,868

1,138

11,323

1,892,666

1,279,203

119,809

17

123,611

321,133

48,890

11,539

△11,539 純 資 産 合 計 7,537,706 

資 産 合 計 10,208,427 負 債 純 資 産 合 計 10,208,427 
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損 益 計 算 書 

自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日 

（単位：千円） 

 
売 上 高 9,859,311 

売 上 原 価 5,324,305 

売 上 総 利 益 4,535,006 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,668,079 

営 業 利 益 866,927 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 65,216  

そ の 他 38,645 103,862 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 352  

そ の 他 7 360 

経 常 利 益 970,429 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 6,930 6,930 

税 引 前 当 期 純 利 益 963,498 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 398,300  

法 人 税 等 調 整 額 △198 398,101 

当 期 純 利 益 565,396 
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株主資本等変動計算書 

自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日 

（単位：千円） 

 株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 
 

資 本 金
利益準備金

放 送 設 備
更新積立金

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

利益剰余金 
合   計 

株 主 資 本 
合   計 

当 期 首 残 高 1,000,000 250,000 400,000 4,170,000 1,062,802 5,882,802 6,882,802 

当 期 変 動 額   

別途積立金の積立 300,000 △300,000 － － 

剰 余 金 の 配 当 △120,000 △120,000 △120,000 

当 期 純 利 益 565,396 565,396 565,396 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  

当 期 変 動 額 合 計 － － － 300,000 145,396 445,396 445,396 

当 期 末 残 高 1,000,000 250,000 400,000 4,470,000 1,208,198 6,328,198 7,328,198 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

純 資 産 合 計  

当 期 首 残 高 67,495 67,495 6,950,298  

当 期 変 動 額  

別途積立金の積立 －  

剰 余 金 の 配 当 △120,000  

当 期 純 利 益 565,396  

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

142,011 142,011 142,011  

当 期 変 動 額 合 計 142,011 142,011 587,407  

当 期 末 残 高 209,507 209,507 7,537,706  
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個 別 注 記 表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 子 会 社 株 式       総平均法による原価法 

② その他有価証券 

・時価のあるもの       事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定） 

・時価のないもの       総平均法による原価法 

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・番 組 勘 定       個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、主な耐用年数は、

建物３年～50年、機械装置６年であります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、主な耐用年数は、

ソフトウエア５年であります。 

③ リ ー ス 資 産       リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする

定額法を採用しております。なお、リース物件の

所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する

会計基準」の適用初年度開始前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金       債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し回

収不能見込額を計上しております。 

② 賞 与 引 当 金       従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見

込額に基づき計上しております。 

③ 役員賞与引当金       役員賞与の支出に備えて、当事業年度の末日にお

ける支給見込額を計上しております。 
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④ 退職給付引当金       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末

日における退職給付債務及び年金資産に基づき計

上しております。 

⑤ 役員退任慰労引当金     役員の退任慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。 

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理      税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 5,646,027千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。 

① 短期金銭債権 169,563千円 

② 長期金銭債権 277,307千円 

③ 短期金銭債務 211,197千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

① 売  上  高 1,039,935千円 

② 仕  入  高 1,179,924千円 

③ 営業取引以外の取引高 20,256千円 
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４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 20,000株 －株 －株 20,000株 

(2) 配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日 

平成25年６月14日
定 時 株 主 総 会 普通株式 120,000 6,000 平成25年３月31日 平成25年６月17日 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、効力発生日が翌事業年度になるもの 

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日 

平成26年６月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 140,000 7,000 平成26年３月31日 平成26年６月26日 

 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金等であり、繰延税金

負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。なお、繰延税金資産

から控除された金額（評価性引当額）は43,584千円であります。 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に

公布され、平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されない

ことになりました。これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につ

いて従来の37.70％から35.30％になります。この税率変更により、繰延税金資産の金額

（繰延税金負債の金額を控除した金額）は12,426千円減少し、法人税等調整額は12,426

千円増加しております。 

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、所有権移転外ファイナンス・リース取引によ

る事務機器の一部については、通常の賃貸借取引により使用しております。 

 

７．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については、主と

して内部留保による方針であります。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、保証金等を預かることによりリス

ク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式につ

いては半期ごとに時価の把握を行っております。 

買掛金、未払金並びに未払費用等の営業債務については、そのほとんどが１ヶ月以

内の支払期日となります。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成26年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。 

 （単位：千円）

 貸借対照表計上額（＊） 時 価（＊） 差 額 

① 現金及び預金 3,774,197 3,774,197 － 

② 受取手形 59,902 59,902 － 

③ 売掛金 1,896,993 1,896,993 － 

④ 投資有価証券  

その他有価証券 789,504 789,504 － 

⑤ 差入保証金 321,133 240,654 △80,479 

⑥ 買掛金 （640,924） （640,924） － 

⑦ 未払金 （173,103） （173,103） － 

⑧ 未払費用 （176,905） （176,905） － 

⑨ 未払法人税等 （258,125） （258,125） － 

⑩ 設備関係支払手形 （138,604） （138,604） － 

⑪ 営業外電子記録債務 （134,767） （134,767） － 

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注）１ 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

① 現金及び預金、② 受取手形並びに③ 売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

④ 投資有価証券 

投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。 

⑤ 差入保証金 

差入保証金の時価については、一定の期間ごとに分類し、その将来の

キャッシュ・フローを国債の利回りで割り引いて算定する方法によってお

ります。 

⑥ 買掛金、⑦ 未払金、⑧ 未払費用、⑨ 未払法人税等、⑩ 設備関係支

払手形並びに⑪ 営業外電子記録債務 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

２ 投資有価証券の非上場株式（貸借対照表計上額489,698千円）及び関係会社株

式（貸借対照表計上額119,809千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難

と認められるため、「④ 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりま

せん。 
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８．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 法人主要株主等 

種 類 会社等の名称
議決権等の
所 有 ( 被 所
有)割合(％)

関連当事者との関係 取 引 の 内 容
取 引 金 額
（千円）

科 目 
期末残高 
（千円） 

その他
の関係
会 社

㈱日本経済新聞社
(被所有)

直接 19.9
社 屋 の 賃 借 等 － － 差入保証金 277,307 

放送事業収入等 1,463,404
法人主
要株主

㈱テレビ東京
(被所有)

直接 10.1
放 送 枠 の 販 売 等

代 理 店 手 数 料 268,131

売 掛 金 112,503 

(2) 子 会 社 等 

種 類 会社等の名称
議決権等の
所 有 ( 被 所
有)割合(％)

関連当事者との関係 取 引 の 内 容
取 引 金 額
（千円）

科 目 
期末残高 
（千円） 

ＣＭ放送枠の販売 850,178

代 理 店 手 数 料 179,761

イ ベ ン ト 収 入 184,811

売 掛 金 167,705 

番 組 の 制 作 26,899

子会社 ㈱テレビ愛知企画
(所有)

直接 97.5

ＣＭ放送枠の販売
 

イベントの企画運営委託
 

役 員 の 兼 任

イベントの企画運営 214,136
買 掛 金 135,209 

（注）１ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費

税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

価格その他の取引条件は当社と関連を有しない他の当事者と同等の条件によっ

ております。 

(1) 差入保証金については、㈱日本経済新聞社との協議により、近隣の賃貸相

場を勘案し、交渉の上、決定しております。 

(2) 営業取引については、㈱テレビ東京との協議により毎期交渉の上、決定し

ております。 

(3) 営業取引については、㈱テレビ愛知企画との協議により毎期交渉の上、決

定しております。 

３ 売掛金は、売上高から代理店手数料を差し引いた金額で表示しております。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 376,885円30銭 

(2) １株当たり当期純利益 28,269円84銭 

 

10．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 




